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西ドイツ経済 ・財政政策論理の特徴

坂　野　光　俊

はじめに

　１９８２年１０月・西トイソ 連邦政府を構成していたＳ　Ｐ　Ｄ（杜会民主党）とＦ　Ｄ　Ｐ

（自由民主党）とは・１９８３年度連邦予算の編成問題（特に財政再建とかかわる杜会保

障関係費の削減問題）をめくる政策対立がもとで連立を解消し，Ｃ　ＤＵ（キリスト

教民主同盟）／Ｃ　Ｓ　Ｕ（キリスト教杜会同盟）とＦ　Ｄ　Ｐとの連立政権が発足した
。

１９６９年以来続いた革新中道政権から保守中道政権への転換である。Ｃ　ＤＵ党首

のヘノレムート ．コーノレを首班とするこの連立政権は，１９８３年３月およぴ１９８７年

１月の総選挙に勝利し今目に至っている 。

　本稿は・西トイ川こおげる１９８０年代の，特に１９８２年末以来の保守中道政権の

経済 ・財政政策運営の政策体系の基本（政策思想 ・政策目標 ・手段，それらの相互

関連）を特徴付げ・現代資本主義におげる経済 ・財政政策の８０年代的特徴の一

側面に迫ろうとするものである。但し，その際，連邦政府が毎年１月に策定 ・

公表する年次経済報告を主要分析対象とする。従って，現実に実施された諸政

策の具体的分析に基づく評価ではないことからくる限界をもつが，第１節にみ

るような特徴的性格の文書であることから，現実の政策分析への序論的意義を

持ち得るとともに，個別 ・具体的分析では却って把握しにくい政策論理体系を

一層鮮明に把握することが可能となる側面をもつ
。

　先ず・年次経済報告の性格 ・位置を規定した経済安定成長法と年次経済報告

の彬態的特徴を考察し，続いて，年次経済報告の内容を素材に１９８０年代の連邦

政府の政策論理の全体像を捉らえ，最後に，西ドイツにおげる経済 ・財政政策

体系の現代的特徴の若干をまとめることにする
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２８）
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第１節　経済安定成長法と連邦政府の年次経済報告

　１　経済安定成長法の成ユ

　西ドイツにおいては，経済政策の体系を，マクロ 経済政策と秩序 ．構造 ．競

争政策とに大きく二分類する（もしくは後者を秩序政策と構造政策に分け・前考の過

　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
程政策とで・分類する）のが通例である。こうした分類を可能にする政策体系が

法的規定をともなって整備されたのは
，経済安定成長法（Ｇｅｓｅｔ・ｚｕｒ　Ｆ６ｒｄｅｒｕ・ｇ

ｄｅ，Ｓｔ，ｂｉ１ｉｔ註ｔ，ｎｄ　ｄｅｓ　Ｗａｃｈｓｔｕｍｓ　ｄｅｒ　Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔ）が１９６７年に制定されてからの

ことであり ，本稿で考察の主たる対象にすえる連邦政府の年次経済報告も，こ

の法律によっ てその策定 ・公表か政府に義務付げられている 。

　経済安定成長法の成立の経過を詳しく検討するのは・ここでの課題ではない ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
西ドイッ連邦経済省編の経済安定成長法解説によると

１（１）市場競争に基づく

経済制度 ・秩序と企業者の私的決定の自由とを保障すること，及び
・（２）経済

過程において貨幣価値の安定，高い雇用水準・対外経済均衡１および持続的で

適正な成長という国民経済的目標か達成されるよう配慮すること・という西ト

イッの経済政策の二大重要政策課題のうち，前老の任務に関する中心的た法規

が競争制限禁止法（Ｇｅｓｅｔｚ　ｇｅｇｅｎ　Ｗｅｔｔｂｅｗｅｒｂｓｂｅｓｃｈ伽ｋｕｎｇｅｎ１９５７）であり ，後

老についての基本的な法規が経済安定成長法である。競争制限禁止法によっ
て・

市場での価格移成と企業間競争という市場経済的な調整が保障され・西ドイツ

経済制度の基本が保持されてきたわけであるが，その後の経済の発展，特に世

界経済と不可分に結ひついた高度な工業化によっ て・ 市場経済の自立的作用の

みではもはや十分ではなくな った
。１９６７年までにも多くの個別的た景気政策措

置がとられたが，それでも十分ではないことが明らかとなり ・国民経済の望ま

しくたい動きを防止できるようなマクロ 的経済誘導：管理手段の体系的使用が

　　　　　　　　　　　　　　３）
必要となったというわけである 。

　　
こうして ，１９６６年４月 ，政府は，景気安定化，特に物価安定を中心課題とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２９）
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た経済安定促進法案を経済閣僚会議で審議し始め，７月に政府原案を確定し ，

議会に提出した。６７年６月に議会は審議を終え可決したが，この法案の審議過

程で・野党の（６６年１２月からは連立与党とな った）Ｓ　Ｐ　Ｄは，成長促進的要素を付

げ加えることを要求し・これを経済安定成長促進法として成立させた。この法

律名称の変更は法内容のかなり重要な変化を現わしており ，本法の意義の理解

にとっ て重視さるべき点である
。

　２　経済安定成長法の狙いと政策手段の整備 ・再編

　経済安定成長法第１条は次のようにその目的を規定している
。即ち，「連邦

と州は・その経済 ・財政政策上の措置に際し，経済全体の均衡に必要た諸条件

に留意しなげればならない。それらの諸措置は，市場経済秩序の枠内において
，

持続的で適度の経済成長の下で同時に物価水準の安定，高い雇用水準，対外経

済均衡に寄与するように講じられなげれぱたらない」
。このようた目的のため

にこの法律が設定した政策手段とその運用の仕方は，連邦経済省編の解説によ
り， 次の各項目に纏められている

。

１）経済 ・財政政策の目標と政策措置の公表

　　（１）国民経済的均衡の維持（第１条）

　　（２）年次経済報告の策定と議会への提出，政府の説明義務（第２条）

　　（３）補助金報告の議会への提出，政府の説明義務（第１２条）

　　（４）協調行動に対する指針資料（ヵイトラィソ）の提供，説明義務（第３条）

２）多年度財政計画

　（１）５カ年間の中期財政計画の策定と議会への提出（第９条）

　（２）各省大臣による多年度投資計画の策定，連邦大蔵大臣への提出（第１０

　　条）

３）連瓶州及び市町村問の財政調整の改善

　（１）基本法第１０９条の改正による連邦 ・州問の協力体制の確立（６７年６月８

　　日付第１５次基本法改正法）

　（２）財政政策におげる協力的連邦主義の前進（第１４～２５条）

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３０）



　　　　　　　　　　西ドイツ経済 ・財政政策論理の特歓（坂野）　　　　　　　　　１２７

　　（３）連邦 ・州 ・市町村の代表者による景気政策審議会の設置（第１８，２２条）

　　（４）連邦 ・州 ・市町村の代表者による財政計画委員会の設置（予算基本法第

　　　５１条）

　４）反循環的景気政策のための手段の新設と拡大

　　（１）当初の答申で見込んだものとは異な った事態が生じた場１合の経済専門

　　　家委員会の追加答申（条３１条）

　　（２）対外経済面での撹乱防止措置（第４条）

　　（３）流動性政策の行動範囲の拡大（第２９，３０条）

　　（４）政府需要の変更

　　　¢　公共投資政策（第６ ，１１条）

　　　＠　景気調整準備金（第５～８条）

　　　　　政府部門の債務と返済（第５条，６条）

　　（５）税制上の措置による民問需要の操作（第２６～２８条）

　　　¢所得税（２６条）

　　　◎　法人税（２７条）

　　　　　営業税前納額の調整（２８条）

　５）政府措置に対する議会の コソトロール（政府の政策措置への事前承認と事後

　　的修正の余地）

　全文３３条からなる径済安定成長法の各条文の特徴を逐一論ずる必要はないが ，
　　　　　　　　　　　　４）
本法成立当時の通説的解説書に与えられている本法の特徴に関する評価を確か

めておく必要はあろう 。

　先ず第１に，この法律はケイソズ主義的国民経済管理の発想にもとづいてい

る。 この点は，（１）市場経済制度に任せるだけでは国民経済運営はうまくいか

なくな ったという認識，（２）市場経済制度のマクロ 的欠陥が理論的に認識可能

であり ，かつ，その欠陥を政策手段によっ て是正しうるとの考え方，（３）国民

経済的均衡のためのマクロ 的誘導とその中心手段としての総需要管理，（４）景

気動向に対応した反循環的な政策措置とその短期的運用，即ち，いわゆる肋ｅ

ｔｕｎ１ｎｇの考え方とその政策装置の運用，（５）中心的政策手段としての税 ・財

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３ユ）
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政・ 信用管理措置，などで明らかであろう 。

　第２に，予算，租税等財政に関する位置つげが変化した点かある。即ち，次

の３つのことが言える 。（１）予算 ・政府支出 ・租税 ・借入を反循環的に運営す

ることの意義である。ここでは，予算 ・税制 ・公債を，公的需要を充足するも

の， そのための財源を調達するものとして位置つげるという伝統的た捉え方の

他に，マクロ 的な国民経済誘導の主要手段（の一つ）として位置つげる見方が

宣言されている 。（２）さらに，本法以前にも可能性として存在していた財政金

融政策諸手段のマクロ 的誘導手段としての運用は，本法によっ て単なる可能性

ではなく ，政府の義務とな った。財政政策論上はすでに「常識化」していたこ

とであるが，法律上それが確認されたことは画期的であ った。（３）たお，予算

を単年度毎に編成する従来のやり方に加えて，中期（多年度）財政計画と合せ

て策定する方式も，ここに述べた財政運営方式の一環として捉えられる 。

　第３に，国民的統合としての「協調行動」の決定的重要性に留意しておかね

ばならない。この点は，前記の連邦経済省の解説では，あまり前面に浮が上が

ってきていない。Ａ　メラーの コメソタールは個別の具体的措置のための諸前

提をその基礎的重要性に応じて段階的にとらえているが，その第１に協調行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
のためのガイドライソに関するデータの提供をあげている。そのことからも分

かるように，予算を拡張的 ・引締め的に運用することや公共団体の借入れ管理 ，

景気調整基金への資金の繰入れ，さらには税制上の操作等の政策諸手段は，そ

うしたガイドライソの実現に向げて用いられるという関係にあり ，ガイドライ

ソ実玩の成否はとくに賃金協約の決定当事者たる労使の賃金 ・利潤をめぐる所

得分配闘争のあり方如何に大きく依存していることは多言を要しないところで

ある。こうして，賃金協約をめぐる政 ・労 ・使の協議におげる政府によるガイ

ドライソの提示は，重要な意義を持つ。勿論，ガイドライソそれ自体は強制力

を持つものではないが，この法律がマクロ 経済政策に適合的たガイドライソに

よっ て， 労使を誘導する法的基礎を政府に与えたことは国民経済の管理運営に

おいて画期的である 。

（６３２）
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　３　年次経済報告の任務と報告内容

　以上のような特徴をもつ経済安定成長法は，その第２条において西ドイツ連

邦政府に１９６８年から毎年１月に年次経済報告を発表するように命じている。即

ち， 第２条第１項は次の通り揚定している 。

　「連邦政府は毎年１月に年次経済報告を連邦議会と連邦参議院に提出するも

とする。年次経済報告には次の事項を含むものとする 。

　１）１９６３年８月１４目成立，１９６６年１１月８目改正の国民経済発展に関する専門

　　家委員会設置法第６条第１項第３段に基づく経済専門家委員会の年次答申

　　に対する見解

　２）　当該年次に連邦政府がめざす経済 ・財政政策上の目標（年次見通し）の説

　　明。年次経済見通しは，国民経済計算の手段と方法を利用するものとし ・

　　場合によっ てはいくつかの代替的な計算を示すものとする ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　３）　当該年次に予定している経済 ・財政政策の説明」

　年次経済報告の内容の柱だては，上記のように規定されており ，毎年の報告

書はその順序に若干の差異はあ っても，法第２条に規定された３項目の内容を

含んでいることに相違はない 。

　報告書の形式は１９８３年次までは，概ね次のようになっていた 。

　本文　Ａ＝　　年の経済 ・財政政策の目標

　　　　　Ｉ ．出発時点におげる情勢

　　　　　Ｉ ．経済 ・財政政策の目標

　　　　Ｂ：……年に予定される経済 ・財政政策

　　　　　Ｉ ．マクロ 的経済運営のための経済 ・財政政策〔１９７７年まで〕

　　　　　　　雇用 ・成長 ・物価安定のための政策〔１９７８年以降〕

　　　　　Ｉ ．ヨーロッバ及び国際的視点からの経済政策

　　　　　皿．経済秩序 ・構造政策

　　　　Ｃ＝経済専門家委員会……年次答申に対する連邦政府の見解

　付録　Ａ．前年度の経済見通しの回顧と実績

　　　　Ｂ．当年度の見通し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３３）
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　１９８４年次からは上記本文のＣの項目がたくなり ，経済専門家委員会答申に対

する連邦政府の見解は，報告本文Ａ ・Ｂの叙述の中で関連項目ごとに適宜述べ

られる秋こ変えられ，同時に後述の如く ，Ｂ（特にＩ）の表題 ・構成 ・内容が

大きく変化する（８４年度以降のこの変化は，８３年次からの内容上の変化を示したもの

である）。

　以上によっ て， 年次経済報告が当該年度の重要政策目標とその実現のための

政策手段の運営方針が，年度当初において国民諾階級 ・諸階層の統合 ・協調行

動への誘導指針としての役割を与えられていることが理解できよう 。なお，年

次経済報告においては，経済安定成長法第１条に揚定されたマクロ 経済関連の

政策目標 ・政策手段についてだげ論ぜられているのではたく ，秩序 ・競争政策，

構造政策分野の諸手段の運営方針も述べられていること（そしてその比重が次第

に大きくたってきていること）に留意しておくべきである
。

　次節では，連邦政府の政策目標を実現する政策手段の体系およびその基本的

運営方針を示している年次経済報告本論Ｂの諸項目（特にＩ）の内容を検討し

て， 今目的特徴がどのような点にみられるかを明らかにしよう
。

　　 １）経済安定成長法の解説として，定評のあるメラー編の コソメソターノレ（Ｍｏ１１ｅｒ ，

　　　Ａ　（Ｈｒｓｇ） ，Ｇｅｓｅｔｚ　ｚｕｒ　Ｆｏｒｄｅｒｕｎｇ　ｄｅｒ　Ｓｔａｂ１１１ｔａｔ　ｕｎｄ　ｄｅｓ　Ｗａｃｈｓｔｕｍｓ　ｄｅｒ

　　　Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ　Ｋｏｍｍｅｎｔａｒ・２ＡｕＨ ，Ｈａｍｏｖｅｒ１９６９）は，法第一条の解説におい

　　　て，経済政策を次のように３分野に区分している 。

　　　１　市場経済的秩序の貫徹と維持，特に有効た競争の確保（秩序政策Ｏｒｄｎｕｎｇ －

　　　　
ｓｐｏｌｉｔｉｋ）

　　　２．国民経済のイソフラストラクチァー施設の改変，部門別及び地方別の重大た

　　　　構造的変化に際しての調整援助，更に場合によっ ては国民経済発展のいわゆる

　　　　基幹部門に対する開発援助の供与（構造政策Ｓｔｒｕｋｔｕ「Ｐｏ１１ｔ１ｋ）

　　　
３・

国民経済的な循環過程での均衡のとれた所得 ・財産分配のもとでの価格水準

　　　　の安定，完全雇用，対外経済的均衡及び経済成長という国民経済的目標の達成
　　　　（過程政策ＰｒＯｚｅＢＰｏｌ１ｔ１ｋ）

　　　　また，西独連邦経済省の経済安定成長法解説（注２を参照）においては，メラ

　　　 ーの第１と第２の分野を秩序 ・競争政策と一括していることは本文にみる通りで

　　　ある 。

　　２）Ｂｕｎｄｅｓｍｍ１ｓｔｅｒ１ｕｍ　ｄｅｒ　Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ（Ｈｒｓｇ） ，Ｓｔａｂ１１１ｔａｔ　ｕｎｄ　Ｗａｃｈｓｔｕｍ
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３４）
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　Ｄａｓ　Ｇｅｓｅｔｚ　ｚｕｒ　Ｆ６ｒｄｅｒｕｎｇ　ｄｅｒ　Ｓｔａｂｉ１ｉｔ註ｔ　ｍｄ　ｄｅｓ　Ｗａｃｈｓｔｕｍｓ　ｄｅｒ　Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔ
，

　３ＡｕＨ・１９７０．原文を入手できなかったので，次の訳文によっ た。 経済企画庁海

　外調査課訳「西トイソの経済安定成長促進法とその解説」，ｒ海外調査月報」昭和

　５１年６月号 。

３）注２に示した連邦経済省の解説は，６７年までの個別的景気政策の不十分さを主

　として物価安定が十分確保できなかったことと捉えており（この点は，経済安定

　成長法が最初は主として貨幣価値の安定を目的とした経済安定法案として提案さ

　れたことと関連しているだろう），その原剛こついては多くの理由があるとしな

　がら，次の諸点を例示的に挙げている 。（１）１９５８年末から５９年はじめにかげてマ

　ルクの自由交換制への移行がなされ為替管理時代に終止符が打たれたこと。これ

　によっ て中央銀行の通貨信用政策手段を景気政策に使う可能性が狭められた。例

　えぱ，景気抑制目的からの銀行の流動性の制限や貸出金利引上げ政策は，外国資

　本の流入をもたらし，抑制効果を減殺してしまうこと。さらには，主要な貿易

　相手国の通貨政策上の利害を無視しえたいという困難もある 。（２）外国貿易の自

　由化の進展と欧州経済共同体におげる経済統合の進行は通商政策の景気政策的効

　果を制限した。例えぱ，価格上昇の際に関税を引下げたり ，輸入割当を廃止し

　て，輸入を容易にし価格に圧力を加えることが不可能とな った。（３）戦後復興期

　に比べて経済成長条件が変化したことが景気政策を著しく困難にした。特に労働

　力供給の弾力性が低下し，財貨需要の増加が直ちにそれに応ずる供給増加をもた

　らすことが期待できなくな った 。

４）経済安定成長法の解説については，注１ ，２の文献とともに次の諸文献を参照 。

　　Ｓｔｅｍ，Ｋ／Ｍ廿ｎｃｈ， Ｐ．／Ｈａｎｓｍｅｙｅｒ，Ｋ．Ｈ ．， Ｇｅｓｅｔｚ　ｚｕｒ　Ｆ６ｒｄｅｒｕｎｇ　ｄｅｒ　Ｓｔａ －

　ｂｉ１ｉｔ身ｔ　ｍｄ　ｄｅｓ　Ｗａｃｈｓｔｕｍｓ　ｄｅｒ　Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔ，２ＡｕＨ ．，
Ｋｏｍｍｅｎｔａｒ，Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ

　１９７２
．

　　Ｄｅｕｔｓｃｈｅｓ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ　ｆｕｒ　Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔｓｆｏｒｓｃｈｕｎｇ，Ｄ１ｅ　Ｂｅｄｅｕｔｕｎｇ　ｄｅｓ　Ｗ１ｒｔｓｃｈａ －

　ｆｔｓｓｔａｂ１１１ｓ１ｅｒｕｎｇｓｇｅｓｅｓｔｚｅｓ　ｕｎｄ　ｓｅｍｅ　Ａｕｓｗ１ｒｋｕｎｇ　ａｕｆ　ｄ１ｅ　ｄｅｕｔｓｃｈｅ　Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ

　邦訳，目経調資料６８－２５ｒ西ドイツｒ経済安定 ・成長促進法』の意義と西ドイツ

　経済に及ぼす影響」昭和４３年９月 ，日本経済調査協議会。
５）Ｍ６１１ｅＬ　Ａ・（Ｈｒｓｇ ．） ，Ｋｏｍｍｅｎｔｅｒ，Ｓ．４６－４７，１０７－１１３．なお，「協調行動」の

　意義については注３言己載のＳｔｅｍ　らのＫｏｍｍｅｎｔａｒ，Ｓ．５１－６５，１５７－１８１及び

　Ｔｅｉｃｈｍａｍ，ＧｒｕｎｄｒｉＢ　ｄｅｒ　Ｋｏｎｊｕｎｋｔｕｒｐｏｌｉｔｉｋ，３Ａｕ旬．Ｍむｎｃｈｅｎ１９８２，Ｓ

　２２１－２２９を参照
。

６）経済専門家委員会設置法及び同委員会答申の意義については，拙稿ｒ西ドイツ

　経済専門家委員会答申の政策論理」（ｒ立命館経済学」第３０巻３ ・４ ・５合併号 ，

　１９８１年１２月）参照
。

（６３５）
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第２節　連邦政府年次経済報告の政策論理

　上言己のように，本節では年次経済報告の経済情勢把握と政策目標設定，政策

目標実現のための政策手段の運営方針（主としてマクロ政策手段）を論ずる。年

次報告本文Ｂ皿の競争 ・構造政策に関しては，その重要性が８０年代に増大して

きているが紙数の関係上割愛した 。

Ｉ． マクロ政策目標と政策構想

　１　情勢把握

　保守政権になってからの現状把握の特徴は，８３年次報告にまず明白に表明さ

　１）
れる。国内問題については西トイソ経済が直面している成長 ・雇用危機が国際

経済面での挑戦と困難，及び国内面での失敗（特に枠組み条件の深刻な悪化と外部

条件の悪化に対する構造調整の不十分さ）から生じていると捉支ている。その際１

特徴的なことは，成長 ・雇用条件の変化から帰結する必然的た結論を教訓化し

て， 必要な是正策を実施することを長期問ためらい，そのため広い分野で諦め

と将来への悲観論がひろまっ て， 民問経済の活力が次第に弱化した，という基

本視角を述べていることである。そして，国内の経済的杜会的困難には多くの

原因があるとしつつも，その主要なものの一つとして，過去１０年間に政府活動

規模の大幅な拡大が生じ，そのために民問イニシァチブの展開を強く阻害した

と断定している。このような断定の基礎には，次のような認識がある。即ち ，

政府支出の，特に消費的な支出の急増という捗でのｒ政府比率」（杜会保障給付

を含む政府支出の対ＧＮＰ比率）の増大は，本来高度成長下でのみ長期的に可能

であったのに，その条件がなくなったにも拘らずとられ続げ，もっと早くから

実施すべきであった政府給付の制限が引きのぱされ，その代りに国民 ・企業の

負担増大や政府債務の堪えがたい増加という安易な道が採用され・そのために

成長基盤が危うくな っている，このように対処が遅延したのには７６～７９年の景
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気上昇が構造的欠陥の増大を一時的に覆い隠したことも一要因と抵 った，とい

う認識である 。

　そして，政府比率が７０年の３９％から８２年の５０％以上に増大し，杜会保険料を

含む租税の対ＧＮＰ比率が同期間に３６劣余りから４２劣以上となり ，政府債務が

連邦だけで同期問に約５００億マノレクから３，ＯＯＯ億マノレクをこえ，これに国際的

高金利が加わ って，西ドイツ資本市場の高金利水準が形成され，それにより一

方で企業の職場創出的投資のための損益分岐点が上昇し，他方で金融資産投資

（特に対政府貸付）の魅力増大と政府予算の利払費負担増加が生じ，そのために

財政政策活用の余地カミ過去数カ年ほとんど失われたのみならず，地下経済の拡

大， 政府活動への嫌悪感，将来への悲観的見方に，さらに，立法措置や官僚統

制による市場経済的調整過程の阻害が加わって，深刻な影響を与えている，と

された。これは政府（ＣＤＵ／ＣＳＵ中心の政府）によっ て１政府（Ｓ　ＰＤ中心の政府）

活動自身が断罪されたことを意味している。かくして，政変によっ て根本的政

策転換がはじまっ たとされたが，その第一歩は，８３年度予算及び８２～８６年度中

期財政計画の改訂による財政の中期的再建への歩みであり ，市場経済制度の強

化， 各種の成長阻害要因の除去であるとされた。この様な見方は，８４年次報告

以降も続げられている 。

　世界経済 ・国際面での間題については，世界経済の持続的上昇を阻害しかね

ないリスクとして，一部発展途上国の極端な累積債務，保護主義的傾向の強ま

り， 補助金を通じて国内の間題を他国に転嫁しようとする誘惑の存在，なとを

あげているが，最も重要な要因として，金利水準に悪影響をもたらす過大な政

府財政赤字を指摘しているのが特徴的である 。

　２．政策目標の設定

　以上の様な情勢把握から導き出された政策目標は，経済安定成長法第２条に

規定されているように，国民経済計算による主要経済指標目標値として与えら

れねばならたいことと対応して，経済成長，雇用 ・失業，物価 ・イソフレ，国

際収支，所得動向という５項目に関して設定されている。そうした数値を生み

出した考え方の特徴点を提えておこう 。
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　１）雇用間題の解決が中期的課題であるとの視点が７６年以降定着し・そのた

めの前提条件としての持続的投資強化は一貫して強調されるが，それとならん

で十分な総需要の必要，需要見通しの良好さは７６～７９年には明示的に指摘され

たが，その後は需要側面の強調はなく ，専ら供給条件面の重要さの強調とた っ

ている。とくに，保守政樹こなってからは，雇用問題の解決が政策課題の最重

点とされながらも，対策は専ら，企業投資の拡大に依拠すべきものとして・収

益期待の改善に向げられている 。

　２）　なお，そうした条件の主要なものの一つに「労使間の合意の信頼可能

性」（７７年），「主要た経済杜会問題に関する杜会的合意の維持」（７８，７９年）が強

調されていることは，一方では，協調行動などによる杜会的合意が維持されて

いることへの高い評価であると共に，他方では，ともすれは組合員大衆いの強

要求に基づいて協調行動の枠からはみ出す可能性を秘めている労働組合の賃金

要求への自制を強く求めた要請の表現でもあ った 。

　３）　 この点とかかわ って，西ドイツのマクロ 的経済政策目標の中で所得政策

目標が一貫して枢要の意味を与えられている。雇用者粗所得と企業 ・財産粗所

得の伸び率目標（見通し）について，７５年から８７年の１３年問で前者の伸び率の

方が高く見込まれたのは８０，８１年の２カ年問だげであ った（なお実績が見込み

通りとな ったのは７６年及び７８～８５年の各年次で，７５年と７７年はともに雇用者粗所得の伸

び率の方が大きく汰り ，見込みとは逆とた った）。

　ちなみに６８～７４年の７ヵ年については，雇用老所得の伸び率の方が大きいと

見込まれ（目標とされ）た年次は，６８年次を除く６カ年であ った（実績の大小関係

も見込み通り）。 従っ て７４年までと７５年以降とでは所得分配の伸びの動向が逆転

していると言える。前述の杜会的合意の重要性の指摘が必要であり ，可能であ

ったのも当然であろう 。

　４）年次別の具体的マクロ 経済政策課題としては，８３年以降はそれまでとは

基本的に異なる発想で（各分野の政策においては類似の政策は当然であるが）目標方

針を設定した。８２年１０月以来の新政府の政策構想説明は１その主要な柱を４点

にまとめている。◎杜会的市場経済の諸原則に基つく秩序政策の再評価。特に
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信頼できる矛盾のない経済政策枠組み条件の確保，労働意欲と冒険心の強化 ，

競争の確保と官僚主義的障壁の削減，◎政府の財政政策上の行動能力の回復 ，

公共財政の再建，政府比率の引下げ，歳出構造の質的改善，努力がむくわれる

税制の確立，　杜会的正義 ・連帯，自助の諸原則によっ て導かれると同時に ，

杜会保障制度の財政健全化を永続的に保障する杜会政策，＠世界貿易の拡大と

失業の克服に必要な枠組み条件の改善を目指した，欧州と世界経済におげる協

調と協力のための努力の強化 。

　５）以上の特徴の中で，特に，財政再建戦略の位置づげについてみてみると ，

７６年から政府借入れの大幅削減の必要が打ち出されるが，その論拠は，投資活

動の持続的強化の一つの主要な前提をなす企業の外部金融増大の余地を狭めな

いようにする必要があるからというものであ ったが，７７年には中期的成長への

配慮と財政政策健全化との接点の時期を正しく見定めることが大切であるとし

て相対化された。そして７８，７９年には財政再建の重要性が明示的には強調され

ず， むしろ７８年には，７７年に立案し７８年から効力を発揮する税制上 ・予算上の

景気対策が，一方で公共団体借入れの増加をもたらし，それが景気対策自体の

効果とあいまっ て， 政府財政からの大きな拡張効果をもたらす筈であるとの見

方を打ち出している。このように，７０年代央にすでに財政再建政策の必要性が

打ち出されながら，７７～７９年，特に７８年に総需要拡大的財政運営を一方の重点

として，二兎を追う形とな った。この景気拡大政策の効果が財政収入増として

充分還流しない間に第２次石油危機，不況，財政赤字増大に直面し，財政再建

のための杜会保障関係費の削減をめく“る政策対立がもとで政権交代とな った 。

　財政再建，政府借入削減の重要性をｒ情勢と政策目標」の項において再び打

出すのは８３年以降になってからである 。

１　 マクロ政策諸手段の運営方針

　マクロ政策目標実現のための政策諸手段についての論じ方は，８３年次以降大

きく変化した。内容的変化が肝要であるが，それを示唆する形式上の変化が次

の諸点にみられる 。
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　１）１９８３年次まで，「一・・年に予定される経済 ・財政政策」とされていた本

論Ｂの表題が，「１９８０年代の杜会的市場経済」（１９８４），「杜会的市場経済の有効

性の実証」（１９８５），「杜会的市場経済一雇用増加への道」（１９８６），「杜会的市場

経済による未来の形成」（１９８７）というように，第２次大戦後西ドイツ経済制度

の特徴付げのために５０年代に盛んに用いられた「杜会的市場経済」という用語

を前面に打出すものに変化した 。

　２）　Ｂ　Ｉの表題もまた変化した。１９８４年までは概ねｒ雇用 ・成長 ・（物価）安

定のための政策」というものであったのが，１９８５年以降は，「働き口を増やす

政策」（１９８５），「経済政策の明確性 ・信頼性 ・継続性」（１９８６），「残された諾改

革のための一貫した経済政策の継続」（１９８７）とたり ，雇用 ・成長を目指した政

策が中期的視点からの首尾一貫した継続性をもつ政策であるべきだとの立場を

強調する表題とたっている 。

　３）　Ｂ　Ｉの構成は，１９８２年次までは短い序論的導入の後に，個別の政策分野

についての方針が展開されていたが，１９８３年次の報告には新しい保守政権の経

済政策観を詳細に展開する序論が挿入され，１９８４年以降は，この部分が独立の

項目として起こされ，「市場経済の強化」（１９８４），「成長活力の増強」（１９８５） ，

「経済活力による新たな働き口の創出」（１９８６），「堅実な基礎の構築」（１９８７）と

いう表題が与えられている 。

　４）　当該年次に予定される個別の政策分野 ・手段について，２つの変化が生

じている。一つは，かつてはマクロ 経済政策として常識化されていた総需要管

理の諸手段が中心であつて（例えぱ，１９８０年次では通貨 ・信用政策，予算政策，租税

政策，労働市場政策，価格 ・所得政策），その他の政策手段は例外的にしか触れら

れなかったのが，１９８４年次以降は総需要管理のマクロ 的政策諸手段と並んで ，

財産移成政策，公的サービス ・公企業の民営化及び規制緩和，企業の自己資本

基盤の強化という ，通例はマクロ政策とは見なされない諸政策手段が恒常的に

登場する 。

　もう一つは，個別政策を展開する順序の変更によっ て， それら諸政策の政策

体系全体に占める重要度 ・位置付げの変化が示されている。すなわち，１９８２年

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４０）
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次報告までは基本的に上記の１９８０年次のそれと同 ．じ順序の展開であ ったが（例

外的 ・一時的に特殊な政策項目が論じられることはあ ったが），１９８３年次には予算政

策， 租税政策，州 ・市町村，金融政策，……とな って，通貨 ・信用政策の序列

が下げられ，更に１９８４年次以降には，金融政策は民営化，規制緩和，企業自己

資本充実，財産形成政策の後に展開されるようになった。また，１９８７年次には

租税政策が予算政策に先立って論じ。られ，今目の雇用 ・成長政策の主要政策手

段が税制改革であることを現わしている 。

　以下では，これらの個別政策分野ごとの政策運営方針の今目的特徴がどのよ

うに示されているかを捉らえることにする 。

　ユ ．通貨信用政策

　７５年度以降，ドイツ連邦銀行は中央銀行通貨量（現金流通高と金離機関国内廣務

に対する最低準備との合計額）の増加率を，それまでの金利水準とならんで・金

融政策の中問目標 ・政策指標とし，毎年の中央銀行通貨量増加率の目標値を前

年末に設定することにしている。これは金利よりも通貨量 コソトローノレを政策

指標の中心におくマネタリズム的発想が導入されていたことを示すもので・そ

の点で，７９年次報告以後，金利政策への言及が殆どなされなくな ったのは注目

される。目標値の設定は，具体的には中央銀行通貨を，当初は年平均の増加率

について，７９年目標からは前年第４四半期平均に対する当該年次第４四半期平

均の増加率について，一定の目標値に コソトローノレしようとするものである ・

この目標値は，潜在生産力の予想成長率，設備稼動率の望ましい上昇率，不可

避的な物価上昇率，中央銀行通貨の流通速度の予想変化率・という諸要因から

算出される。この目標値自体は，政府とは相対的に独立の通貨当局 ・連邦銀行

が決定するもので，政府はそれを積極的にか消極的にか，受げ入れざるをえな

いものである。一方で物価安定化の課題をおきつつ，他方で経済成長に十分な

資金を供給することを目指すという基本的態度の下で，重点を前老にかげて政

策運営をする連邦銀行の方針を，連邦政府は原則的に支持してきた。しかし ，

８７年次報告では，通貨量拡大傾向は今後イソフレ傾向が再焼した場合にリスク

の源泉となる可能性があるとする専門家委員会答申に同意している。これは８５

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４１）



　１３８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第４ ・５号）

年以来のトル高修正局面が，８６年にな ってトル暴落の様相を示す中で，トル買

い支えを行ったことがもたらした通貨供給量の急増（８４，８５年の４％台の実績に

対し，８６年は目標３．５～５．５％，実績８．３％である）への懸念の表明であると言える 。

　２ ．予算 ・財政政策

　８０年代に入って，特に保守中道政権下の８３年以降，財政再建と総需要拡大と

いう７０年代の両目標のうち前者に比重がかげられてくる。むしろ基本的には政

府の借入削減を政府支出の抑制により達成するとの方針が第　義的意義を与え

られ，財政再建への歩みは，年を経る毎に厳しくたってきた。その経過を簡単

に要約すると次のとおりである。即ち，８０年に財政支出増加率を名目ＧＮＰの

伸び率以下におさえるという具体的な指標が出されると共に，民間資金調達ｑ

クラウティソク ・アウトのおそれから政府借入削減の必要性が主張された（こ

の点は７６年にも指摘されたがその後，後景に退いていたのが８０年以降強まっ た）。 ８２年

には８１年１２月成立の財政構造改善法の施行とかかわって，予算編成はＯｐｅｒａ－

ｔ１ｏパ８２という財政再建を正面に出した緊縮政策がとられたが，８２年秋の政変

後に新政権が策定した８３年次報告では，支出増加率の名目ＧＮＰ伸ぴ率以下へ

の抑制という視点を中期計画全体におしひろげること，また財政赤字一借入れ

のマクロ経済的悪影響を重視して借入れ削減の必要を主張するなと，マクロ 経

済政策の古典派的把握の視点が一層強められた 。

　また，財政支出の構成につし）ての政策では，７０年代後半に引き続いて，投資
　　　　　　　　　　　　　２）
的経費重視視点が持続される 。

　このようた方針の特徴を箇条書きにすれぱ，以下のようになる 。（１）予算 ・

財政政策の重点は財政再建と雇用情勢の改善という二重の課題の達成におかれ

る。 但し，後者の雇用情勢の改善という課題の実現の仕方は７０年代のものとは

全く異なっていることが重要である 。（２）財政再建＝赤字の削減の必要性の中

心的根拠に金利問題＝クラウティソグ ・アウト問題が据えられている点が特徴

的である。（３）歳出の抑制に関して，名目ＧＮＰ成長率以下に政府支出の増加

率を抑制するとの方針をとる。具体帥こは年率３％を基準とし，政府比率を

１９８５年末までに４８劣，１９８８年末までに４５〃こする（ＪＢ１９８５－Ｚ２４）。（４）政府支

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４２）
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出の構成を成長促進的構造に再編する。投資的経費の割合を増加させる
。（５）

補助金（税の減免を含む）の削減。（６）政府の行政事務の廃止又は非政府機関へ

の委任 。

　以上のような，財政再建中心主義的な方針が景気回復を妨げるどころかむし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ろ大きく促進したと提らえている点カニ極めて特徴的である 。

　３ ．租税政策
　租税政策についても，予算 ・財政政策についてみた特徴が貫かれているカミ ，

加えて次の諸点を特徴点としてあげることカミできる。７０年代には減税政策は １

一方で景気対策から消費拡大 ・国民購買力強化のためとして，他方で供給条件

整備の観点から投資促進のためとして位置付けられていた。この両視点の間の

比重は，次第に前者よりも後者に力点がかけられ，８０年代には一層その傾向が

強まっ た。

　所得税，営業税の減税による財源不足を補う増税措置は主として付加価値税

増税として実施された（その一般税率は７６年に１１→１２％，７８年１３％・８３年１こ１４％）・

その意味で，購買力強化目的の所得税減税，児童手当増額（または扶養控除増額）

の効果は相殺され，租税政策は基本的には投資環境整備に重点的に用いられた

と評価されるべきであろう 。

　更に，保守中道政策になってからは財産形成促進とかかわって財産税減税が

一つの柱として登場した。また，この点は減税政策の意義づげの変化ともかか

わっ ている。即ち，８０年代に入って，景気対策的位置づげに加えて１規制緩和

によっ て市場メカニ ズムを働かせてイソセソティブを強めるという角霞から意

義づけを与える頓向を強めている 。

　保守中道政権になってからの税制改革は，第１段階（１９８２年・投資活動の持続

的回復と雇用促進に刺激を与えるための営業税 ・財産税の軽減，減価償却方式の改善） ，

第２段階（１９８４年，企業の投資活動と技術革新の強化，財産政策改善のため減税），第

３段階（１９８５年，税制を経済業績や投資に有利に改変することを目的とする賃金税 ・所

得税の税率改正，累進度の平準化，児童控除の増額，基礎控除引上げ）という３段階

で企図され，実施された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４３）
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　１９８７年以降の議会任期中の税制改正方針は，　「例外の多い高い税率より ，例

外の少ない低い税率のほうが良い」というスローカソの下に企図され，具体的

には次の諸措置が予定されている（Ｊ　Ｂ１９８７－Ｚ２５）。 １．

賃金税 ・所得税の税

率改正（税率の平準化）。 ２企業部門におげる国際的税制競争を考慮した法人税

引下げ。３．企業活動の枠組み条件の改善として，利潤額に無関係な税の廃止

もしくは軽減。４．会杜税と取引所取引税の廃止たどである。但し，軽減要求

の強い営業税については，それが市町村財源として重要であるので，代替案が

なげれば実行しえないとし，また，投資の促進は必要だが，税制上投資促進措

置を新たに設げることはしないとの立場を表明している
。

　４ ．価格 ・所得 ・賃金政策

　西ドイツのマクロ経済政策運営にとり価格 ・所得 ・賃金政策は根幹的な位置

をしめている 。

　１）　この政策は各階級問の分配状態の「マクロ 経済的適正状態」を賃金 ・俸

給と企業財産所得の対前年伸び率の形で示すものであるが，その判断がまがり

たりにも所得分配を中心にすえて根拠づげられていたのは，７０年代までで，８０

年代に入ると次第に雇用 ・職場確保のため，成長政策条件確保，即ち投資拡大

のための収益条件確保を中核にすえて決定される傾向が強まっ た。

　元来，賃金引上げは コスト効果と需要効果をもち，両者は矛盾した作用を国

民経済に及ぼすものであるが，７７年までは双方の作用を考慮するとの視点で政

策運営をする立場が宣言されていた。しかし，７８年になるとコスト重視への便
　　　　　　４）
斜が打ち出され，７９年には コスト効果重視が一層明確にされた。即ち，政策目

標の達成をはかるには，「明るい総需要見通し，企業の景気見通しとともに ，

国内の コスト動向から成長と雇用を妨げる新たな負担を生じさせたいことが非

常に大切である。故に コストに関する一切の意思決定に際しては，投資増加と

成長過程強化が コスト面から脅かされ淀いことを主眼とすべきである」（Ｊ　Ｂ

１９７９－Ｚ１４）とされた。８０年以降はこの傾向がより一層強まっ た。

　２）　また７８ ・７９年には産業部門別 ・地域別の景気上 ・構造上の格差及ぴ，そ

れに基づいて労働力需要の変化を配慮することを一つの柱にするようになった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４４）
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　この点は１９８０～８２年には明示的には強調されなかったが，新政府とな った

１９８３年以降には政策的配慮の中心を一層具体的に，そうした事態に応 ’じて協約

賃金の差別化を拡大することが雇用に対してプラスの効果をもつことが宣言さ

れた。例えば，１９８５年次報告では，雇用政策上必要なこととして部門別 ・資格

別・ 地域別の賃金格差をもっと大きくすることが次の理由から要請された。◎

コスト引下げによっ て職場維持の困難増大を回避し雇用の維持を図り易くする 。

◎差別化は市場において需要の多い知識 ・技能の取得＝資格取得を刺激し，雇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
用政策上 ・マクロ 経済上必要なことである 。

　３）１９８４年には週３５時間問題と関連して，上記の傾向が一層強く打ち出され

て将来における実質賃金引上げ余地の拡大をはかるために，実質賃金引上げを

当面自粛すべきであるとの主張にまでな った。これを根拠づげるために賃金引

上げの需要効果は完全に無視され，代って低賃金コストによる投資の拡大が需

要の増大をもたらし，コスト ・物価の安定自体に需要刺激作用があるというよ

うに，需要効果を判断する基準が実質賃金所得：可処分所得の増大から低 コス

トに基づく高収益期待による投資需要に転換された。この方向は，１９８５年以降

一層強められている。即ち，控え目な賃金政策が有効な雇用政策に対する労使

双方からの重要な寄与だとされ，生産性上昇→分配余地の発生→名目賃金の緩

やかな引上げ＝実質賃金の上昇で分配余地を完全に汲み尽すことをしない→採

算の取れる雇用の増加，という脈絡の論理が展開される（Ｊ　Ｂ！９８５－Ｚ３２）。 ま

た， 「賃金政策は中期的視点に立たなげればならない。分配政策上短期的に見

て可能であっても中期的に高過ぎる賃上げにより ，中期的に可能な雇用政策目

標の達成を不可能にしてしまっ てはならない」（ＪＢ１９８６－Ｚ３２）とも主張され

ている 。

　なお，労働時問短縮間題に関連して，週労働時問の弾力化が千一ポイソトで

あることが，１９８５年次報告で主張されている 。

　４）１９８０年から医療部門の価格と所得関連の意思決定もガイドライソにそう

べきであるとの記述が登場するが，これは価格 ・所得政策の一層の徹底である

と同時に，医療財政悪化に対する対処が目的意識的に行われ出したことを示す

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４５）
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ものであろう 。１９８５年次報告は，より具体的に賃金付帯 コスト ，特に杜会保険

料について上昇を回避すること（安定化＝引下げ）が求められ，保健部門 ・医療

部門での コスト抑制が要請される。ここでは，賃金 コスト ，賃金付帯 コスト ，

保健部門 ・医療部門 コストの抑制が相互に密接に関連したものとして体系的に

主張されている 。

　５）１９８６年次報告は，賃金自主決定制度の秩序形成機能の維持（そのための条

件は，Ｑ強力な労使と両者の勢力均衡，＠政府の中立性である），ストライキ中の政

府の中立性保持という名分の下に労働者保護規定の見直しを行うことを示竣し

ている 。

皿　欧州及ぴ国際視点からの経済政策

　この項では，欧州（欧州同盟）の経済 ・通貨政策，国際通貨制度政策，　般
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
的な貿易政策，発展途上国間題なとの諸項目が論じられている 。

　１　１９８３年次以降の保守政権下の対外経済政策の全体像は次の諸点にまとめ

られよう 。

　１）世界経済の構造変化に対応した国内経済構造の迅速な調整が不可欠であ

る。 その際，市場メカニスムに任して，保護主義的措置は排除したげれぱなら

ない 。

　２）需要サイド政策の短期的運用を否定し，供給サイド政策を採用したげれ
　　　　７）
ばならない 。

　３）各国の経済 ・財政政策の共通性を追求し，政策運用におげる国際協力を

強化する 。

　２度にわたって石油危機に直面した７０年代において，世界的イソフレとの戦

い， 世界的景気停滞の危険の防止，エネ ノレギー危機から生じた構造的影響の克

服を同時追求するには，国際的枠組みの中での各国経済政策の調整が不可欠で

あり ，１９７５年以降サミットにおげる調整が定例化していた。調整内容は時期 ・

局面により違いがあるが，８０年代の政策運営の共通性として求められたのは ，

市場原理の活用＝保護主義的介入の排除であり ，供給サイト重視の政策の採用

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４６）
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である 。

　以上のような特徴をもつ政策体系は，保守政権にな って初めて現れたわけで

はなく既に７０年代後半から見られていたものもある 。特に１９８０～８２年との類似

性は大きいと言える 。

　ユ）１９７０年代後半におげる対外経済政策の基本におげる特徴は，需要管理と

供給管理という２つの観点の混在ということができる。即ち，需要管理政策を

物価安定中心に（但し，１９７７，７８年次には目 ，米，独の３国はｒ機関車論」的発想で

景気拡大との両睨みで）運用し，合わせて供給サイト的構造政策も実行するとい

う政策運用を国際的に求めるものであ った 。

　２）特に１９８０～８２年にたると，Ｓ　Ｐ　Ｄ中心の政権ではあ ったが，政策スタソ

スという点ではほとんど，８３年以降の保守政権のものと相違を見出だすことが

困難である。もちろん，１９８０～８２年次においてはニネ ノレギー危機に対する対策

が重要たウェイトを占め，１９８３年次以降には，累積債務対策や構造的貿易不均

衡問題が政策課題の中心点の一つにたるとい った，時期 ・局面による主要対象

の変化はあるが，政策当局の対応の論理は基本的に変化はない。即ち，１９８２年

には，成長力の弱さ，失業増大，イソフレ，国際収支不均衡という難問の解決

のための基本的前提条件として，第１に「国際的な構造変化に対する適応を急

速かつ首尾一貫して推進する意欲を強めること」をあげている。そして，¢弾

力的で冒険心に富む企業，　情勢に応じた賃金協定当事者達の所得政策，　適

応阻害要因の除去，　経済 ・財政 ・分配政策の決定に際して投資を一層重視す

ること，¢開かれた市場の維持が必要であるとしている。なお，それらととも

に， 各国が物価安定重視政策と政府赤字の削減が不可欠であるとされていた 。

　３）ユ９８３年以降の政策課題の局面による変化として次の２点が注目される 。

¢西トイソ企業の国際競争力の強化ということが特にユ９８５年次から重要課題と

なり出したが，このような当然のことがあらためて重要課題とな ったところに

国際競争激化が反映されている 。＠１９８７年次には西ドイツの成長力の強化によ

り世界的景気上昇に貢献することが重要であるという認識が示されているが ，

「内需拡大」が国是であるというようた最近の目本に　般的な規定は慎重に避
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げている点で，わが国との違いがある 。

　２．欧州（欧州同盟）の経済 ・通貨政策においては，次の諸点が指摘できる 。

　１）共同市場の域内的統一の整備 ・拡大と対外的市場開放を推進する方向が

強調される。具体的には次のような諸措置を意味している。◎手続き ・規則等

の簡素化，◎ニューメティア，情報 ・通信，交通運輸（トラヅク，航空）の共通

化・ 自由化，　資本取引規制の撤廃 。

　２）政策運用の加盟各国の共通性を強めることが課題とされているが，その

内容として特徴的なことは，¢補助金 ・介入等による保護主義的措置の解除 ，

市場の開放 ・自由化，　市場経済的手段による構造調整の迅速な実行で競争力

強化と安定化を図り ，失業削減に努めること，　その際，民問投資を最も重視

し， イソフレ抑制，賃金構造の弾力化，財政再建により ，投資環境を整える 。

即ち，このような方向で安定 ・成長政策の基本路線の各国問の相互接近をすす

める 。

　３）共同体の財政負担に関して，西ドイッの負担が大きいことから各国間で

の平等な負担を求めている。同時に，共同体財政需要自体をマクロ 的に許容し

得る範剛こ制限して，各国の財政再建努力を危うくしないことを主張している 。

　４）欧州通貨制度（ＥＭＳ）の維持と安定的運用は欧州政策の要の一つであ

るが，それが安定した通貨圏をつくり ，それにより欧州統合の基礎を改善する

という所期の目的を持続的に達成するには，マクロ経済動向と物価安定政策が

相互に十分一致することが必要であるとの立場から，政策（とくに通貨政策）の

共通性の強化と資本取引規制の撤廃を求めている 。

　３　国際通貨制度に関する政策では，おおむね次のような主張をしている 。

　１）国際通貨制度の　般的な機能改善については，¢主要工業国が堅実な金

顧・ 財政政策を追及し，その通貨の安定を確保し，成長阻害要因を除去し，良

好た投資環境を作り出すこと，◎同時にそれにより対外経済不均衡を是正し ，

保護主義の危険性を防止すること，　適切な国際協力，とくに為替相場安定化

への国際協力の強化（但し，固定相場制やターゲ ット ・ゾーソ制などは，為替関係の

歪みの原因を除去できないという理由から，現行制度の代替案にはならないとされてい

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４８）
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る），が主要な政策的主張として出されている
。

　２）　第２次石油危機以降に深刻化した国際的債務累積問題の解決に関連して
，

¢途上国自身が長期的に維持可能な国際収支ポソノヨソを達成するとともに
，

国内投資家の信頼を回復して流出した資本が環流するような政策を採ること
，

◎先進工業国がイソフレなき持続的成長と金利低下のための前提条件を改善し
，

併せて途上国製品に対する市場開放を実施すること，の２点が政策方向として

示されている 。

　４　一般的た対外経済政策（特に貿易政策一般と発展途上国問題）については
，

次の通りである 。

　１）大量失業，債務累積問題，構造調整問題，貿易不均衡の構造化等から強

まっ てくる保護主義的圧力に対して一貫して懸念を表明し，自由貿易の堅持，

市場開放の促進，介入 ・規制の抑制，競争志向的イノベーシヨソ政策，能率促

進的枠組み条件の創出の重要性を主張している
。

　２）すべての国で世界経済の変化に対して生産 ・供給構造が敏速かつ弾力的

に適応 ・調整することを求めている 。

　３）新しいガット ・ラウソドのテーマとして次のものを掲げている。即ち ，

保守主義の克服，国際貿易に関わる補助金の自粛，サーヒス取引きをカ ットの

対象にすること（サービス自由化分野では電気通信部門が特別な役割を果たすとして

いる）・世界貿易制度の中に途上国を一層良く統合すること
。

　４）発展途上剛こ対する政策の主要なものは次の諸点である
。

　¢　１９８２年以来発展途上国の国際収支は好転したものの，多くの国の調整過

程は未だ十分な成果を上げていない。べ一カー・ ブラソがこの種の努加こ新た

な刺激を与えた 。

　◎　途上国の債務情勢にかんがみ，これらの国からの資本逃避を逆転させ ，

途上国向げ民問資本移動を促進しなげれはならない
。

　　　発展途上国の自助努力とともに２国問 ・多国問の協力の強化が必要であ
り， その中心手段は投資活動の促進である。また，工業国の市場開放，発展途

上国の投資活動 ・経済力の緊急な強化は途上国債務問題を考えた場合に特別な
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ユ４６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第４ ・５号）

重要性をもってくる 。

　　 １）Ｊａｈｒｅｓｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔｓｂｅｒ１ｃｈｔ　ｄｅｒ　Ｂｍｄｅｓｒｅｇ１ｅｒｕｎｇ１９８３・Ｚ雌ｅｒ１３－１９　以下 ・

　　　年次経済報告については，例えば１９８３年次報告の第１３項は，Ｊ　Ｂ１９８３－Ｚ１３と略

　　　称する。たお，原文は，Ｋｏｈ１ｈａｍｍｅｒ　Ｖｅｒｌａｇから小冊子としては発行されてお

　　　 り， 原則として公表直後に連邦新聞情報局（Ｐｒｅｓｓｅ－ｕｎｄ　Ｉｎｆｏｍａｔｌｏｎｓａｍｔ）の

　　　 Ｂｕ１１ｅｔｉｎに要旨が掲載されている。また，邦訳は，要旨，部分訳，全訳が，大蔵

　　　省ｒ調査月報」（１９６８－７１年次報告），経済企画庁「海外経済月報」（１９７４－１９８２

　　　年次報告），「経済月報」（１９８３年次報告以降）に掲載されている・報告は本文

　　　（５０－７０項目程度），付録（約１８項目）とも小項目（Ｚ１任ｅｒ）に区分されているの

　　　で，出所については，上記のように略記する。訳文については経済企画庁海外調

　　　査課訳におおむね従ったが，必要な場合には変更した 。

　　 ２）「民間投資のための枠組み条件を引き続き改善し，生産性促進的な投資的予算

　　　支出を強化し，必要た財政再建措置に伴なう需要面でのリスクを出来るだげ少な

　　　くすることが必要である」（Ｊ　Ｂ１９８３－Ｚ２０）また，ｒすべてのレベルの政府支出

　　　を厳しく自粛するからといって，政府支出の構成を投資 ・成長志向的たものに変

　　　えることを排除するわげではない」（Ｊ　Ｂ１９８７－Ｚ２７）。

　　３）　ＪＢ１９８５－Ｚ２３，ＪＢ１９８６－Ｚ２４ ◎

　　 ４）「コスト増効果と需要効果との間の最適交点を発見することが必要であるが ・

　　　現状では過大な賃上げから生ずるマクロ経済的リスクの方が過少賃上げから生ず

　　　 るリスクよりも傾向的に重視されるべきである」（Ｊ　Ｂ１９７８－Ｚ１４）・

　　 ５）ｒ賃金構造におげる格差と弾力化は労働市場におげる供給と需要の調節を容易

　　　にし，分配上の余地を大きくする」（Ｊ　Ｂ１９８６－Ｚ３２）。

　　 ６）　ＪＢ１９８３－Ｚ２８－３８，ＪＢ１９８４－Ｚ３０－３８，　ＪＢ１９８５－Ｚ４０－４９１　ＪＢ１９８６’Ｚ

　　　３７－４６，ＪＢ１９８７－Ｚ３６－４３ ０

　　 ７）「これまで景気回復が最も明白に進行した国が物価安定に最大の成功をおさめ

　　　た工業諸国であるという事実は，国内や国際的分野で事態の悪化を早期に是正す

　　　 ることが，いかに重要であるかを示している。短期的な需要刺激政策に頼ること

　　　は，単にイソフレ率を高め，予算赤字を増やし，撹乱的な資本移動をまねくだげ

　　　であり ，その結果，多くの諸国でみられはじめた景気回復が再び挫折する恐れも

　　　あるたど誤った政策というほかない。」（Ｔ　Ｂ１９８４－Ｚ３０）同様の観点は，既に８１

　　　年報告において明言されている。即ち，第２次石油危機以後の経済活動の低下 ，

　　　失業の増大に対しては，イソフレ率が依然高く ，対外不均衡が大幅であることを

　　　考えると簡単た政策的処方嚢はない，と政府的手詰まり状態を告白した上で ，

　　　　「過去数年間に明瞭とな ったのは，在来の需要政策措置が持続的な成功をおさめ

　　　　る見込みが全くたいぱかりか，財政的にも限界があり ，むしろ物価安定努力を脅
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かすおそれがある。そのため世界的に精力的な安定化政策努力と積極的な適応政

策を通じて構造変化の阻害要困を除去し，全般的に投資意欲を促進する機運が高

まっ てきた。連邦政府は既に非常に早い時期から供給指向的な経済政策を追及し

てきた」と述べ，供給サイド政策を早くから実施して来たことが西ドイッ経済情

勢の相対的良好さの一因であると評価した上で，この様な政策に関する国際調整

が非常に重要と述へている（Ｊ　Ｂ１９８１－Ｚ１９）。

第３節 今目の西ドイソ径済 ・財政政策論理の特徴，そ

の若干の問題点

　前節で要約したユ９８２年秋以降の保守中道政権の政策運営の基本論理は次のよ

うに要約され得る。民問企業の投資活動が成長 ・雇用促進の基礎であるとの認

識から，個別企業 ・産業 レベノレにおいても，国民経済 レベノレにおいても，民間

企業投資の促進条件整備を中心にする。その際のテ コとしては，原則的には企

業の投資イソセソティフを最大限働かせることに依拠するという市場経済的手

段を基礎にし，補助金や行政的介入 ・規制等の手段を，官僚主義的かつ資源配

分阻害的として排除する。企業の投資イソセソティ ブの様々の規定要因のうち

コスト要因を最も重要視し，個別経営 レベルの コストとしての賃金 コストと問

接的 ・杜会的 コストとしての各種杜会保険料 ・公共料金を，さらには租税負担

を引下げることを政策戦略の中心にすえている 。しかも，それを単に　国内政

策に止どめることなく ，Ｅ　Ｃ経済政策にも，対外経済 ・通貨政策の分野にも適

用し，世界経済の構造変化に国内経済を敏速に，市場原理をテ コにして構造調

整を（産業構造転換として，また，特に労働市場部面において）すすめることを自国

のみならず外国にも求め，その様な方向での政策の共通性を高める方向を追求

する 。

　このような判断は，まに，現在の径済困難 ・財政危機の原因を勤労者 ・国民

の「要求イソフレ」：「過大要求」，即ち労働 ・生活条件が良すぎることと国

家活動（とくに杜会政策領域での）の水準が高すぎること，企業 レベルと国家 レ
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ベノレの両方において，実力以上の生活保障をしていること，に求めることを意

味しており ，従って，個別的 ・杜会的な生活水準 ・生活諸条件の抑制 ・切り下

げを重点的に企図した政策遂行によっ て， 経済困難 ・財政危機からの活路を開
　　　　　　　　　１）
こうとするものである 。

　このようた経済政策構想 ・論理の基礎に想定されている因果関連には次のよ

うな間題点がある 。

　（１）賃金の需要としての側面を軽視して，専らコスト要因として捉らえてい

ることは前記の通りであるが，その上，コストとしての賃金と利潤 ・投資 ・雇

用との関係が，今目の賃金（杜会保障 ・福祉）の抑制は明目の投資拡大を，そし

て明後目の雇用と生活水準向上をもたらすというように，一面的に単純化して

掴んでいる。賃金抑制→単位商品当りの賃金コストの低減→利潤増大→実物投

資の拡大→雇用増加という連鎖を暗黙のうちに想定している。確かに一定の条

件の下で，このような関連は成立し得る。しかし，それは，それぞれの連鎖の

繋ぎ目において特定の条件の存在の下で初めて可能となるのである。幾つかの

可能性の中で特定の条件が各環において充足されて初めて成立し得る賃金抑制

→雇用増大という関連を，それらの条件の充足要因の検討たしに，　般的に仮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
定することは事態の一面的単純化となる 。

　（２）この単純化の誤りは，今目の寡占化 ・独占化の進展と膨大な遊休貨幣資

本の蓄積を考えるとき一層明らかとなる。資本蓄積の主領域が物的生産投資に

おかれていた産業資本段階の自由な競争的市場 ・価格関係が今目でもそのまま

機能するかの如く前提していることが間題である。生産の実質的拡大に繋がる

投資に向げられたい巨額の利潤が存在し，またそれらが非生産的に増殖し得る

多様な仕組みが存在している。また，経常的利潤額の何倍もの膨大な金融資

産ストックが存在し，その価値保存と増殖のために資産家と企業経営者が多大

のエネルギーを使い，政策当局がそのために配慮をするという今日の経済的仕

組みが，上記のような連邦政府が想定する因果連鎖の発動を阻害しないかとう

かの検討がたされずに，利潤増大→雇用増加という因果関係を前提にすること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
は， そうした前提に基づく政策を失敗に導くおそれを大きくする 。
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　（３）また，今目急展開している技術進歩の私企業における活用が，雇用拡大

的効果をもたらすものとは限らず，むしろ省力化 ・雇用削減効果を狙いとした

ものカミ中心となりつつあることも視野にいれねぼたらたいとすれぼ，前記の一

面的単純化カミ政策失敗をもたらす可能性は一層増大する 。

　さて，前記のように要約される政策論理ぱ，総需要管理政策の失敗 ・無効と

総供給管理政策の有効性という判断を基礎にしているが，この点に関連する問

題点が次に指摘されね注たらない 。

　総需要拡大政策の効果が当該国のなかに止どまり ，その国の生産活動と雇用

の拡大に繋がるためには，政策的に拡大された需要が国外に漏れたい仕組みが

必要であるが，経済の自由化 ・国際化，変動為替相場制化によっ て， その様な

仕組みは基本的に敢り除かれる。国際問の財貨 ・サービス ・資本の取引障害が

完全に除去されていると仮定すれぼ，政策的に創出された需要の充足のための

供給は，理論上は完全に全世界の生産者 ・供給者に対して開放されていること

にたる 。特にＥ　Ｃのような場合には，その現実的可能性は極めて高くなる 。

　その際，世界的規模で行われる市場争奪の企業間競争の主要な武器の一つが ，

低コストに基づく強い価格競争力であることは明らかである。競争力の強い企

業にとっ て， 不況による需要の鈍化は，必ずしも自国政府の拡張的総需要管理

政策によっ て打開される必要はない。否むしろ，自国政府による財政出動は ，

事後の財源負担や政策効果の海外漏出による財政赤字の拡大，公債発行にとも

なうクラウデ ィソグ ・アウトの可能性，更にはそれの回避のための通貨供給増

大によるイソフレの可能性を考えると，メリットよりもデメリットのほうが大

きいと判断されることになる 。それ１まかりではたい。拡張政策にともなう物価

上昇は，対外価格競争力を弱めるとともに自国通貨の為替 レート下落を通じる

輸入原材料価格の上昇により ，輸出鈍化 ・輸入増大，貿易収支悪化，物価上昇 ，

レート下落，競争力の低下，需要拡大政策効果の海外漏出，財政収支の不均衡

拡大，金利上昇圧力の増大等々の悪循環に陥る危険が大きい。このような総需

要拡張政策の失敗の可能性は，競争相手国が総需要抑制的供給サイト政策を実

施していれば一層大きくなることは明らかである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５３）



１５０　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第４ ・５号）

　このように自由な国際競争を前提し，国際的相互依存の強まっ た経済世界を

前提するかぎり ，一国次元の政策的合理性の観点からは，総需要拡張政策の否

定と総供給管理的構造政策が政策運営基調になるのは，当然のことといわねぱ

ならない。こうして，１９７５年ごろから次第に強まり ，１９７０年代後半におげる国

内的（政府の支持基盤たる労働組合からの反対），国際的（サミヅトにおげるｒ機関車

論」）圧力による総需要拡張政策のおよび腰の活用の時期を経て，第２次石油

危機以降の８０年代には，また低生活水準を主要な武器にする目本企業 ・目本経

済の成功と極めて手強い挑戦者としての登場によっ て， ますます断固たる総供

給管理政策中心に傾斜していくことにな った。この方向を積極的に推進する立

場のＦ　Ｄ　Ｐと労働組合を主要な支持基盤として生活水準の向上（生活の質の改善

のレベルにおげる）を政策課題に掲げるＳ　Ｐ　Ｄとが経済 ・財政政策運営で対立し ，

連立政権を維持しえなくなったのは当然のことであ った。１９８２年１０月からのＣ

ＤＵ／Ｃ　Ｓ　ＵとＦ　Ｄ　Ｐとの連立政権は，このような政権内部の対立もなく首尾

一貫して供給サイド政策を実行し得る立場にある 。

　このように，この政策路線は，客観的には，私的 ・公的消費需要の相対的滅

少を投資需要拡大によりカバーし需要構成を変化させつつ，国内需要の伸び以

上の供給力の拡大による総需要不足を，企業の対外競争力の量的 ・質的強化に

よる対外 シェ ア拡大で克服する政策運営を意味する。それ故，世界経済 ・貿易

の一定水準以上の伸びを必要とし，市場開放，保護主義防止，商品 ・資本取引

自由の原則の国際的貫徹を，従ってそれに伴なう構造調整の敏速な展開を不可

避的に要求せざるをえない。これらの対外的要請が実現される限り ，西ドイツ

政府の政策路線は，大きな障害なしに展開され得る展望が与えられる 。

　しかし，この路線は，一方で競争相手国がこれを許容すれば，国際的不均衡

（経常収支不均衡，相手国での巨額の債務累積と返済不可能性の増大，他方自国におげ

る対外廣権の膨大な累積と取立不可能性の高水準）が構造的に拡大し，国際通貨危

機と保護主義の拾頭をもたらし，中長期的に継続することは不可能となる。他

方， 他国が西ドイツと同様の政策戦略を追求するようになると，世界 レベルで

の供給力過剰と生活水準改善展望の挫折，杜会的不安定を引起こす。かくして ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５４）



　　　　　　　　　　西トイソ経済 ・財政政策論理の特歓（坂野）　　　　　　　　　　
１５１

問題は振出ｕこ戻り ，国際的 ・国内的に整合的な総供給
．総需要のハラソスの

取れた経済発展の展望を持ち得る経済活動と政策運営の仕組みをどう構築する

　　　　　　　　　　４）
かの問題に突き当たる 。

　さて，西ドイツ政府が現実にとっ た財政再建中心型の政策運営は
，１９７５年以

来その貫徹の首尾一貫性の度合いに強弱の差はあるが・・度にわたる財政再建

島実施を経て，保守政権によって前節にみたような包括的政策体系に構築

された。財政再建を中軸とするこの政策体系は
・財政支出の削減（その中心は生

活関連経費），福祉行政水準の切下げ
，直接税の減税（８０年代前半は間接税増徴との

組合せ，後半では付加価値税の増徴との組合せなし１こ
結果としての税負担水準の引下げ） ・

通貨供給実績の目標枠への嵌込み，所得 ・価格 ・賃金政策の「成功」による諾

価格の安定，公債依存度の低下，等
々の分野において所期の目的を達成した ・

しかし，出発点におげる生活諸条件の企業
レヘノレ ・国家杜会 レヘノレ両面での引

下げ ．抑制は実現したか，帰結としての雇用増大
・雇用者所得の実質的増大は

　　　　　　　　　　　　６）
実現しているとはいえたい ・

　。。８。年代に酉ドイツにおいて一段と深刻化した雇用危機一経済危機は・高 コ

スト＿低利潤一低投資一低労働需要という脈絡では説明しえない側面をもっ て

いる。むしろ，経済 ・雇用危機は，・…年代以来西／イソ１こ
紺る資本蓄積 ．

経済成長の個別的 ・杜会的仕組みとして彬成され機能してきたメヵニ
ズムの動

揺によっ て生じている。すなわち，次のように言えよう
。

　　マノレク相場の持続的な上昇の助けによる輸入物価安定を一つの支えとしつつ １

国内イソフレ
率を相対的に低位に維持しそれよれやや高めの名目賃金上昇で

実質賃金をマイ １レ１に上昇させ，そ汕こよる賃金
コス／の上昇要因を大部分生

産性上昇で吸収して，軽徴の コス１増に止どめ
，この分の価格への転嫁とマノレ

　ク相場上昇とに基づく輸出価格の上昇率を貿易相手国のイソフレ 率（競争商品

の価格騰貴率）以内におさめて，輸出価格競争力を保持していくという戦略
，

強いマノレクを基礎に有利た対外投資を展開し・資本蓄積の海外基盤の確保，蓄

積領域の拡大を行い，さらには
，交易条件の持続的た改善による海外所得の継

続的な国内移転を図 って
，前記の資本蓄積構造からの所得創出を補完しつつ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５５）



　１５２　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第４ ・５号）

「資本主義世界最高」の生活 ・福祉水準の維持を可倉旨にする国民所得水準とそ

　の分配システムを確保し・杜会的安定装置を維持していくという戦略が，ドル
　弱体化とアメリカ政府によるその放置を背景にしたマノレクの国際化

・「キー．

　カレンシー化」として展開された７８～８０年秋のマノレク相場の投機的急騰と
，ド

ノレ強化政策と「有事に強いトル」の見直しとの上に展開した８０年秋以降の対ド

ノレ相場の急落という ・マノレク相場の乱局下によっ て， その発動を阻害されたと

言える 。

　詰まるところ・経済危機 ・雇用危機は多面的な次元で深刻化した資本過剰か

ら生じているド般的な総需要不足に基づく生産資本の遊休という次元では
，

有効需要の追加的創出によっ て対処し得よう 。生産構造の不均衡一需給構造の
　ミス ．マッ チを伴なう資本過剰は・生産構造の再編成 ・構造調整という生産秩
序． 構造政策の独自的課題となり ，財政金融政策手段の動員による総需要の単

なる量的拡大によっては対肌えない。更に，金融的 ・貨幣的資産の膨大な累
積状態を主要な発現形態とする資本過剰の段階には

，単純な名目総需要の拡大
という ・一般的 ・問接蠕要拡大政策は，イソフレの激化か貨幣的蓄積 ．金顧
資産の増殖の条件の整傭をもたらすのみで

，生産的投資の拡大や雇用増加をも

たらすことを期待しえない。そこでは，金融資産の経常的収益（フロー）を保

障する実質局金利水準の維持と資産価値（ストツ
ク）の増加を保障する金利の

低下とが矛盾し・生産的投資条件や資産価値上昇を保障する通貨供給の拡大に

よる金利低下が通貨供給拡大によるインフレ圧力増大によっ て阻害されるとい
うディレソマが発生帆それが国際的にｒ自由に」展開するがゆえに，為替
変動による差損 ・差益の発生を不可避的に伴ない，通貨価値の安定，自国通貨
建ての金融資産の対外価値の維持・資本流出の回避のための金利水準の高め誘

導と金融資産の国内相場維持のための金利の低水準化とが矛盾する
。

　１９８０年代の西ドイツにおいて政策運営の基本として主張されている
，供給管

理政策は，まさにこのような段階において，成長問題 ・雇用問題の解決は，結
局， 生産的投資の拡大による生産拡大と生産性上昇しか道がないとして出され

ているものである。そうであるならぽ，この政策戦略が登場している歴史的段

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５６）



　　　　　　　　　　　西トイソ経済財政政策論理の特徴（坂野）　　　　　　　　　 １５３

階の諸要因の関連の複雑さ，矛盾の深刻さとこの政策論理の余りの単純明解さ

との問には際立った コソトラストがある 。

　　 １）政策的対処と民問的市場原理の活用による対処との区別と関連を，ここで明ら

　　　かにしておかなけれぱたらたい。すなわち，西ドイツ連邦政府の政策論理におい

　　　て，直接的 ・私的 コストと問接的 ・杜会的 コストとの削減による民問投資環境の

　　　整備が基本に据えられているという時，前者の コスト削滅と後者の コスト削減

　　　 とでは政策的対応は同じでないだげで泣く ，そもそも前者は民間経済主体の自主

　　　的行動によっ て達成されるものであり ，政策によっ て直接もたらし得るものでは

　　　なく ，その意味では政策手段の直接的対象ではない。にも拘らず，政策当局の政

　　　策論理の基本にそれが登場することの意義を提らえておくことが１ここでのポイ

　　　 ソトである。ここに，前者に間接的に関わる競争 ・秩序政策＝構造調整政策と後

　　　老を直接政策的に実現するプクロ経済的過程政策との区別と役割分担がある。紙

　　　数の関係で，本稿では紹介を割愛したが，労働市場政策 ・職業訓練政策が前者に

　　　関連する重要な政策分野として，しかも国民経済的政策目標の実現にとり枢要の

　　　位置を与えられている。ここに構造調整政策の貫徹における政策手段と市場原

　　　理 ・民間活力との分業関係がある 。
　　 ２）１９８０年代に企業 ・財産粗所得が，雇用者粗所得よりも伸び率が高いにも拘ら

　　　ず，雇用問題が解決しないことは，高賃金→低利潤→投資不足→雇用不足→失業

　　　増加という因果関係は論証し難く ，この議論が妥当性を欠く一つの証拠とたろ

　　　　う（企業 ・財産粗所得と雇用者粗所得の伸び率を対比すると
，１９８２年６．２％対２．３

　　　％，１９８３年１１．２％対１．７劣，！９８４年８．６％対３．２％，１９８５年８・８％対３・８％・１９８６年

　　　 ９． ４％対５．Ｏ％）。 また，鉱工業生産企業において企業利潤に対する純投資額の比

　　　率が低下してきている（１９６０－６４年平均で２７・４％，１９７０－７４年平均は２５・Ｏ劣 ・

　　　 １９８０－８４年平均は１８．７％）ことはもう一つの証拠を提供していると言える。Ｅ ．

　　　 Ｋｕｔｓｃｈｅｒ，Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｓｋｒｉｓｅ，Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｓｐｏ１ｉｔｉｋ　ｕｎｄ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｎ１１９８７ ・

　　　Ｓ．１２５

　　 ３）企業の物的資産形成と貨幣的資産形成に関するデータは，西ドイツ企業におい

　　　　て次第に物的投資よりも金融的投資の比率が増大してきていることを示してい

　　　 る。１９６０年におげる物的資産形成３２５．１億マノレク ，貨幣的資産移成６２．５億プノレ

　　　　ク， １９８０年では６６０．７億 マノレクと３８！．６億 マノレク ，１９８４年では４７４．４億 マノレクと

　　　 ５９１．９億マノレクである 。Ｅ．Ｋｕｔｓｃｈｅｒ・ａ・ａ
・Ｏ

・・

Ｓ・ ８９・９２

　　 ４）西ドイツ政府が，対外政策において外国政府も西ドイツと同様の政策を実施す

　　　　るよう求めている理由の一つは，国際化の中で一国の経済政策の効呆が他国の政

　　　　策効果によっ て制約され，相殺される危険が増大したことに関連する。即ち，例

　　　　えば，西ドイツ政策当局が財政赤字のクラウデ ィソグ ・アウト効果を回避するこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５７）



１５４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第４ ・５号）

　　　とを一つの理由にして財政再建策を強行して，国内的には財政面からの資金需要

　　を削減して金利上昇圧力の緩和に努めても，アメリカ政府が巨額の財政赤字を生

　　み出して，それによる公的資金需要がアメリカ国内の民間貯蓄水準の低さとイソ

　　 フレ抑制的通貨政策と相倹って高金利を生み，それが外国資本の流入とドル高を

　　もたらし，この面から西ドイツ金融市場におげる金利高止まりと低金利政策の発

　　動を制約するならぱ，金利水準の引下げによる民問投資環境の整備という西独政

　　府の政策意図は無効化されてしまう 。国際化 ・自由化は，競争相手国の政策運用

　　のあり方によっ ては，需要拡大政策効果の海外漏出のみでたく ，供給サイド的国

　　民経済合理化政策の効果の海外漏出をもひきおこすと言える 。

　　　しかし，このような金利高止まりによる国内投資＝内需の不振は，供給サイド

　　政策による対外 ンェ ア拡大政策の帰結としての外需依存型成長の裏面であり
，

　　金利高止まりという意図せざる，国際関係を介してのクラウデ ィソグ ・アウト効

　　果の発生を回避するために，財政再建優先の国民経済合理化政策をアメリカに求

　　めることは，外需依存型成長から内需主導型成長への転換を，却ち西ドイツ型の

　　供給管理政策の転換を必要とする。西トイソがこの供給管理政策の基本を保持し

　　つつ，その阻害条件としてのアメリカの財政赤字を削減するよう要求し，アメリ
　　 カの財政再建政策の実施から生ずる不況圧力に対しての政策的対応を（需要管理

　　政策は無効であるとして）充分にとろうとしないところに，今目の米 ・独間の国

　　際的政策協調の困難さ（国際的負担転嫁競争の矛盾）がある。逆に言えぱ，アメ

　　 リカが巨額の軍事費と杜会保障費を中心にする膨大な財政支出の負担を自国の企

　　業 ・資本と家計 ・勤労者に十分なだげ負担させ得ず，多額の財政赤字を放置せざ

　　るを得ず，公債引受資金を国内貯蓄のみでは賄い得ず，外国資本（当初は民間資

　　本により ，最近は外国通貨当局によるドル買い支え＝通貨増発）に依存し，封鎖

　　体系ならぱ，国内で発生したであろうクラウデ ィソグ ・アウトとイソフレとのデ

　　 ィレソマを競争相手副こ部分的に転嫁することを強制するのみならず，ドル減価

　　による債権の差損 ・目減りの発生をも強制するという方式を継続することを止め

　　ずに，自国の財政再建によっ て生じるデフレ効果を外国政府の内需拡大政策によ

　　 って緩和しようとする，その様なアメリヵのやり方に対して西ドイッ政府が，日

　　本政府ほど柔軟ではないことから政策協調におげる対立が生じている，とも表現

　　し得る 。

　５）１９７５年１２月の「財政構造改善法」及び「雇用促進法及び連邦扶助法の適用分野

　　での財政構造改善法」によつて次のようた諸措置が１９７６－１９７９年にとられた。¢

　　公務員人件費 ・諸手当，扶助給付等の削減，　農業補助金削減，　連邦雇用庁補

　　助金削減と失業保険料引上げ，＠雇用促進事業による給付の節減，　病院事業へ

　　の補助金の段階的削減，◎住宅 ・都市計画面での国の費用負担節減，¢研究 ・技

　　術関係支出の節減，＠教育 ・学術関連支出の削減，　貯蓄奨励割増金補助の減

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）



　　　　　　　　西トイソ経済　財政政策論理の特数（坂野）　　　　　　　　　
１５５

額， ＠付加価値税　タハコ 消費税 ・莚溜酒税の税率引上げ
。Ｆ１ｎａｎｚｂｅｒ１ｃｈｔ１９７６

　～１９８０
．

　　１９８１年１２月の第２次財政構造改善法は，１９８２年及び８３年予算の編成に向げて ・

予算編成作戦（Ｈａｕｓｈａ１ｔｓｏｐｅｒａｔ１ｏｎ）８２及ひ８３を生みだす契機とな ったか・「作

戦８２」「作戦８３」ともに福祉関連経費の削減が中心であり ・「作戦８３」の主なもの

　については次の通り 。¢失業対策費負担削減のため，失業保険料引上げ（３．５％

→４．５％）と連邦雇用庁の年金 ・健康保険機関への失業保険料支払いの引下げ ，

　年金財政収入確保のための年金生活者の健康保険料負担制度の導入及び料率の

段階的引上げ（８３年１％，以後毎年１％ずつ引上げ８６年には４％へ）・　健康保

　険財政悪化への対処として医療給付にかかる各種自已負担の強化。即ち，処方嚢

　料引上げ（１．５→２マルク），入院料負担の導入当初７日間につき（１日５マル

　ク），保険支給対象となる温泉治療の自己負担導入（１目１０マルク）。Ｆｉｎａｚ －

　ｂｅｒｉｃｈｔ１９８３，　Ｓ ．４７
．

６）失業者数（失業率）は，第１次石油危機後の１９７５／７６年不況時に１０７万人（４
．７

　％），第２次石油危機後の１９８２年には１８３万人（７・眺）と極めて高い水準となり ・

　その後の好況期である１９８５年においても２３０万人（９・３劣）と一層高くな って・前

　回の景気回復期に雇用状況が改善した（１９７９年９０万人，３・８％）のとは・著しい

　差異を示している 。

（６５９）




